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長浜市教育委員会 



 



 

 

 令和４年１２月長浜市教育委員会定例会 議事日程 

 

令和４年１２月２２日（木） 午後１時３０分～ 

       長浜市役所５階 教育委員会室   

 

１．開 会 

 

２．議 事 

日程第１ 会議録署名委員指名 

 

日程第２ 会議録の承認 

１１月定例会 

 

 日程第３ 教育長の報告 

  

 日程第４ 議案審議 

議案第３４号 長浜市通園バス利用要綱の一部改正について 

 

日程第５ 協議・報告事項 

   （１）長浜市認定こども園一時預かりサービス事業実施要綱の一部改正について 

   （２）一麦保育園民営化に係る移管先法人の決定について 

   （３）令和４年長浜市議会１２月定例月議会一般質問答弁要旨について 

 

日程第６ その他 

 

３．閉 会 

 

 

 

 

 

令和５年１月教育委員会定例会開催予定 １月２６日（木） 午後１時３０分～ 

 

1



条例･教育委員会規則等の制定・改廃に関する概要説明書 

 

担  当：幼児課 

議案番号：第３４号 

件  名：長浜市通園バス利用要綱の一部改正について 

 

 

第１ 提出理由 

 通園バス利用料を滞納する者に対して、利用者等の遵守事項に追加することにより、

通園バスの適切な利用を促すため、長浜市通園バス利用要綱の一部を改正するもの。 

 

 

第２ 要点 

１ 第７条の利用者等の遵守事項に、「利用料を滞納しないこと」の項目を追加する。 

２ 様式第２号の許可条件欄について、許可条件とは異なる通園バス利用料の徴収に

関する項目を削除し、第７条の内容にあわせ「利用料を滞納しないこと」の項目を

追加し、所要の文言整理を行い、様式を改める。 

 

 

第３ 施行期日 

令和５年１月１日から施行する。 
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議案第３４号 

 

長浜市通園バス利用要綱の一部改正について 

 

長浜市通園バス利用要綱の一部を次のように改正することについて、教育委員会の議決

を求める。 

 

令和４年１２月２２日提出 

 

長浜市教育委員会 教育長 織田 恭淳 

 

長浜市通園バス利用要綱（平成 24 年長浜市教育委員会告示第４号）の一部を次のよう

に改正する。 

第７条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

(６) 利用料を滞納しないこと。 

様式第２号を次のように改める。 
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様式第２号（第４条関係） 

長浜市通園バス利用許可書 

 

年   月   日 

 

               様 

 

 

              長浜市立     園長         

 

       年   月   日付けで申込みのあった長浜市通園バスの利用について、

下記のとおり許可します。 

 

対象園児 

ふ り が な 

園 児 氏 名 

 

              （満  歳児） 

園     名 長浜市立          園         

乗 降 場 所  

利 用 期 間    年  月  日～   年  月  日 

許可条件 

１．通園バス内では安全を図ることを心がけ、乗務員または添乗者

の指示に従うこと。 

２．通園バス停留所（以下「バス停」という。）では他人の迷惑に

ならないよう気をつけること。 

３．家庭からバス停までの送迎及び乗車、降車については、保護者

の責任において行うこと。また、決められた送迎時間を厳守する

こと。 

４．バス停以外の場所等で乗降しないこと。 

５．通園バスを利用しない日は事前に申し出ること。 

６．利用料を滞納しないこと。 

７．その他利用上必要な指示に反する行為をしないこと。 
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附 則 

この要綱は、令和５年１月１日から施行する。 
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長浜市通園バス利用要綱の一部改正 

新旧対照表 

新 旧 

（利用者等の遵守事項） （利用者等の遵守事項） 

第７条 利用者等は、次に掲げる事項を守らなければならな

い。 

第７条 利用者等は、次に掲げる事項を守らなければならな

い。 

(１)～(５) （略） (１)～(５) （略） 

(６) 利用料を滞納しないこと。 ＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

(７) （略） 

 

(６) （略） 

 

様式第２号（第４条関係） 様式第２号（第４条関係） 
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協議・報告事項（１） 

長浜市規則等の制定･改廃に関する概要説明書 

 

担  当：幼児課 

件  名：長浜市認定こども園一時預かりサービス事業実施要綱の一部改正について 

 

 

第１ 制定・改廃理由 

 一時預かりサービス利用料を滞納する者に対して、利用承認の取消し等の該当事項に

追加することにより、一時預かりサービスの適切な利用を促すため、長浜市認定こども

園一時預かりサービス事業実施要綱の一部を改正するもの。 

 

 

第２ 要点 

第 10 条の利用承認の取消し等の該当事項に、「利用料を滞納し、かつ、督促に応じ

ないとき」を追加する。 

 

 

第３ 施行期日 

令和５年１月１日から施行する。 
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長浜市認定こども園一時預かりサービス事業実施要綱の一部改正 

 

新旧対照表 

新 旧 

（利用承認の取消し等） （利用承認の取消し等） 

第10条 市長は、対象児童又はその保護者が次に

掲げる事項のいずれかに該当すると認める場合

は、利用の承認を取り消し、又は承認の条件を

変更することができる。 

第10条 市長は、対象児童又はその保護者が次に

掲げる事項のいずれかに該当すると認める場合

は、利用の承認を取り消し、又は承認の条件を

変更することができる。 

(１) 対象児童としての要件を満たさなくなっ

たとき。 

(１) 対象児童としての要件を満たさなくなっ

たとき。 

(２) 虚偽の申請又は不正な手続により、利用

の承認を受けたとき。 

(２) 虚偽の申請又は不正な手続により、利用

の承認を受けたとき。 

（３）利用料を滞納し、かつ、督促に応じない

とき。 
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一麦保育園民営化に係る移管先法人の決定について 

 

 

１．移管先法人  所在地 長浜市湖北町速水2277番地 

         名 称 社会福祉法人香雲会 理事長 門池 守 

 

２．実施経過 

10月5日 
一麦保育園民営化事業プロポーザル選定委員会第１回会議において、

募集要項、評価基準について審査決定を受ける。 

10月11日 募集要項の公告 ※市ホームページへ掲載 

10月11日～31日 質問書受付期間 

11月9日 質問に対する回答（１者／４件） ※市ホームページへ掲載 

11月25日 参加申込書の受理（１者） 

12月12日 
一麦保育園民営化事業プロポーザル選定委員会第２回会議において、

移管先法人候補者を選定。 

12月14日 移管先法人を決定（市長決裁） 

 

３．プロポーザル評価結果 

評価項目 配点の合計 評価点の合計 

１．応募法人について 20 16 

２．既運営施設の運営状況について 20 12 

３．基本的な認定こども
園運営等について 

応募動機、教育・保育理念、基本方
針、認定こども園の役割/運営に対
する考え方 

120 90 

４．教育・保育の内容等
について 

開園日及び開園時間 20 12 

教育・保育の目標、ねらい及び指
導内容 

40 28 

支援を必要とする子ども及び家庭
支援が必要な保護者への対応に係
る支援体制 

60 42 

延長保育、一時預かり保育事業等 40 24 

給食・食育 20 13 

５．安全対策等について 

安全対策、事故防止策 20 13 

個人情報の管理 20 12 

衛生管理、感染症対策 20 12 

６．保護者や地域との連
携について 

家庭及び保護者との信頼関係を築
くための取組み、保護者に対する
支援 

20 12 

地域や小学校等との交流・連携 20 12 

協議・報告事項（２） 

幼児課 
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７．職員の資質向上について 20 14 

８．職員の配置について 40 26 

９．新園舎建設計画につ
いて 

建設スケジュール 20 12 

建設資金計画 20 12 

１０．財務状況について 60 39 

合計 600 401 

備考 

応募法人の選定評価は、募集要項５(1)に定めた評価項目等に基づき、委員６人で行いました。

評価項目ごとに各委員が付けた評価点の最高点と最低点それぞれ１データずつを除いた残りの

評価点を合計（満点 600 点＝150 点×４データ）して算出しました。 

 

４．選定理由 

一麦保育園民営化に係る移管先法人募集要項に基づき審査を行ったところ、地元で長年にわ

たり保育所を運営されてきた実績や、支援が必要な子どもや保護者へのケアなどを評価したほ

か、分かりやすいプレゼンテーションで、質疑応答にも丁寧かつ明瞭に回答され、民営化後の

保護者とのコミュニケーション・意思疎通にも不安がないものと評価しました。 

また、心の教育を大切にした教育・保育に取り組んでいくという熱意がプレゼンテーション

で伝わり、今後、公立の保育所として培ってきた保育に加え、民間園の特色を活かした教育・

保育が期待されます。 

財務面においては、現在の収支状況も問題なく、今後の新園舎建設に伴う新たな負担に備え、

積立金の積み増しを行っていることが確認できました。 

以上のことから、一麦保育園の運営を移管する法人として評価できるものと判断し、また、

評価点の合計（401 点）が募集要項５(2)イに定めた最低基準点の 360 点を超えることから、

移管先法人として選定しました。 

なお、令和６年４月１日の移管に向け人材確保を重要課題と捉え、今後も法人の採用計画と

確保状況を注視していきます。 

 

５．今後のスケジュール 

令和５年１月～令和６年３月（15 か月間） 令和６年４月 

    

    

    

    

    

    

    

    

 

保護者説明会 

共同保育 運営､保育､事務等引継ぎ 

移管先法人との新園舎建設にかかる協議・移管先法人による建設 

保護者･移管先法人･市による園運営にかかる協議 

関係条例の改正 
財産譲渡議決等 

移管先法人 
による運営 
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５．移管先法人の選定方法等 

 (1) 審査の方法 

次の評価項目について、選定委員会で別に定める選定基準（以下「選定基準」といいます。）

に基づき審査を行います。 

評価項目 

１．応募法人について 

現運営施設の運営実績、法人監査の状況等について評価します。 

２．既運営施設の運営状況について 

既運営施設で整備・運用している計画やマニュアルの整備状況等を評価します。 

３．基本的な認定こども園運営等について 

基本理念、運営に関する考え方、定員設定、処遇改善や公立園を引継ぐことに対する

考え方等を評価します。 

４．教育・保育の内容等について 

開園日及び開園時間の設定状況、支援を必要とする子どもの受入れに対する考え方や

支援体制、延長保育事業の実施予定、食育に対する考え方や実施状況等について評価し

ます。 

５．安全対策等について 

安全対策や事故防止策、個人情報の保護や管理に対する意識、感染症・食中毒等への

対応、施設の衛生管理等の状況について評価します。 

６．保護者や地域との連携について 

家庭及び保護者との信頼関係を築くための取組み、保護者に対する支援、地域や小学

校等との交流・連携等の状況について評価します。 

７．職員の資質向上について 

職員の資質向上のために、体系的・計画的に研修が実施できているか、研修に参加す

るための考え方や取組みについて評価します。 

８．職員の配置について 

配置予定の保育教諭、栄養士、調理員等や職員の確保の状況について評価します。 

９．新園舎建設計画について 

建設スケジュールや資金計画について評価します。 

10．財務状況について 

法人全体の財務状況や財政基盤の安定化、資金収支予算計画について評価します。 

 (2) 選定の方法 

選定委員会において、本募集要項に基づき提出された提案書等について審査を行い、次の

とおり移管先法人の候補者の選定を行います。 

ア 選定基準の内容に基づく提案書の審査及び提案者からのヒアリングにより評価を行い、

評価項目ごとに各委員が付けた評価点の最高点と最低点それぞれ１データずつを除いた残

りの評価点の合計点が最も高い者を候補者として選定します。 

イ 配点の合計の６０％以上を最低基準点とし、６０％未満の提案者は、候補者として選定

しません。 

ウ 提案者が１者のみの場合であっても配点の合計の６０％以上であれば、候補者として選

定します。 

協議・報告事項（２） 

参考資料：募集要項抜粋 
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 協議・報告事項（３） 
 

 

令和４年長浜市議会１２月定例月議会一般質問答弁要旨 

※ここに記載されている内容は教育委員会事務局で要約したものであり、実際の答弁とは異なるところがありま

す。 

◆個人質問 

北川 陽大 スポーツ庁より、

子どもたちが専門性

のあるスポーツ指導

を受けるための方針

が出され、2023 年４

月より新たな制度が

スタートし、平日だ

けの部活動指導とな

り、土日に関しては

地域移行に向けて部

活 外 活 動 と し て 、

2023年４月より３年

間の地域移行期間に

入るが、部活動の土

日 地 域 移 行 に つ い

て、積極的に取り組

まれるのか当市の考

えを問う。 

国が示す部活動の地域移行は、少子化により、子

どもたちが希望する部活動がなかったり、団体競

技の部活動が単独では成り立たないといった課題

を持つ本市にとって、たいへん有効なものと考え

ている。 

また、今回の地域移行により、従来の学校部活動

が持つ教育的意義に加え、子どもたちが、地域のな

かに入って活動することで、多くの人とのつなが

りやふれあいを通じ、多様な経験が積め、「生きる

力」の育成や、地域への愛着形成にもつながるので

はないかと考えている。 

部活動の地域移行は、子どもたちへ持続可能な

部活動を提供するとともに、子どもたちの可能性

を広げるチャンスととらえ、積極的に取り組んで

いきたいと考えている。 

教 育 長 すこやか

教育推進

課 

北川 陽大 現在、市民の方か

ら来年以降の部活動

について、不安の声

を多くいただく。長

浜市では地域移行に

向けての具体的な進

捗状況が、対象とな

る年齢の子どもや保

護者に対し伝わって

いないのではないか

と感じるが、地域移

行に向けて、現在の

当市の進捗状況につ

いて問う。 

現在の取組状況としては、教育委員会だけでな

く、スポーツや文化芸術を担当する市長部局と連

携し、各校の部活動の状況調査や先進地の視察、国

の動向を確認しながら事業の進め方などを検討し

ている。 

11 月には、総合型地域スポーツクラブやスポー

ツ少年団・市民芸術文化創造協議会・長浜文化スポ

ーツ振興事業団などの外部の団体や、学校の代表

からなる懇談会を設置し、第一段階として、休日の

部活動の地域移行の実現に向けて、今後の具体的

な取組内容について検討を進めているところであ

る。 

市としては、地域への移行体制が整ったところ

から、順次、休日の移行を進める予定であるため、

直ちに学校部活動が地域に移行となるわけではな

い。 

今後、子どもたちや保護者に不安を与えること

のないよう、進捗状況を入学説明会でお知らせす

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 
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るとともに、市のホームページや学校の広報紙を

通じて、周知に努めていきたいと考えている。 

（再問）４月から部活

動が存続できず、休日

だけでなく平日も部活

動ができなくなるとい

う不安があると思う

が、部活動がなくなる

わけではないとの説明

が必要ではないか。 

４月以降に、部活動がなくなるわけではない。

今年度の夏季大会後、休部する部活動はいくつ 

かあるが、それ以外は今までどおり実施される。

市のホームページなどで周知していきたい。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

（再々問）部活動が存

続できなくなるのでは

ないかという不安が錯

綜している。現段階で

できることは何か。 

保護者の中での話なのか、先生の中での話なの

かはわからないが、現段階ではそのような話は聞

いていない。 

入学説明会での説明や情報誌の配付、ホームペ

ージへの掲載等で周知していきたい。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

北川 陽大 現在、部活動に関

わっている教職員は

来年度も平日は指導

可能だが、３年間の

地域移行の期間中、

土日の部活動の関わ

り 方 は 不 確 定 で あ

る。教職員の中には

部活動に働き甲斐を

感 じ て い る 方 も お

り、また、全国の地

域移行を先行して行

っている自治体の状

況を調べると、現在

指導をしている教職

員の力を借りなけれ

ば部活動が成り立た

ない現状も見えてき

ている。そこで、当

市における教職員の

部活動の関わり方、

特に土日に関しては

どのように考えてい

るのか問う。 

地域移行までの間は、教職員には部活動に関わ

っていただく予定である。また、地域移行後もその

力をお借りしたいと考えている。 

現在、国において「学校部活動及び新たな地域ク

ラブ活動の在り方に関する総合的なガイドライ

ン」を策定中であり、その動向を注視しながら、よ

りよい教職員の部活動への関わり方について検討

をしていく。 

教 育 部

長 

教育指導

課 

（再問）教職員の方の

中にも、「土日の部活動

先生方に地域移行で携わっていただく場合に

は、兼職兼業という形になる。そのことについて

教 育 部

長 

教育指導

課 
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に関われないのではな

いか」という誤った情

報をお持ちの方もおら

れる。この秋に、部活動

を見学に行った際に、

その不安を口にされた

方もおられた。教職員

の方々にも正しい情報

が伝わるようにお願い

したいと考えるが、今

後のスケジュールにつ

いて、現段階で決まっ

ているか問う。 

は、現在明確に示されておらず、現状は兼職兼業で

進むものと伺っている。まだ確定していないこと

を先生方に「必ず出来ます」「出来ません」とお伝

えすることはできないが、現状については、お伝え

していきたい。 

地域移行にあっては、そのような問題を解決し

ていかなければ先生方の関与ができないことにな

るため、しっかりと検討した上で、あるいは国から

の通達等を受けた上で対応していきたい。また、部

活動の地域移行をしない場合は、先生方に現在と

同じように対応していただくことに変わりはない

ので、その点はしっかりと周知していきたい。 

 

押谷 正春 近年、びわ地区で

は び わ 大 橋 が 開 通

し、通学路の変更が

余儀なくされ、冬季

には降雪具合から堤

防下の農道を利用し

た通学路が除雪もさ

れていないことなど

から、児童生徒は大

変苦労している。こ

うした状況下での児

童生徒の登下校につ

いて「長浜市通学路

交 通 安 全 プ ロ グ ラ

ム」での点検等はど

うであったか問う。 

「長浜市通学路交通安全プログラム」は、毎年４

月の各学校からの報告により、通常の道路状況に

おける通学路の危険箇所について、道路管理者や

警察等と合同点検を実施した結果を掲載している

ものであり、積雪時の通学路の状況を対象とした

ものではない。 

また、ご指摘の箇所については、びわ大橋建設時

に安全な迂回路が設けられたことから、学校から

危険箇所の報告は受けていないため、合同点検は

実施していない。 

なお、当通学路は、除雪対象路線となっていない

ことから、保護者や地域のボランティアのご協力

により対応いただいているが、大雪時の対応は困

難なことから、除雪されている道路へ迂回するな

ど、学校や地域と連携した安全対策を講じていき

たいと考えている。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

 

（再問）雪の多い地域

なので、通学路安全プ

ログラムの対策に、降

雪についての対策も入

れてほしい。 

市内の通学路には、

防護柵がなく、危険な

箇所もあるため、県に

要請し、点検をして欲

しい。 

雪の状況は、年や日によって状況が異なり、想

定することは難しいため、降雪を含めての対策は

考えられない。 

通常の通学路の点検箇所については、学校から

報告していただければ点検対象となる。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

 

（再々問）積雪時を含

めての対策は考えられ

農道については、除雪されない箇所になってい

る。もともとは上の堤防を通っておられたが、びわ

教 育 部

長 

すこやか

教育推進
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ないということだが、

保護者からは事故が起

きるまでに対応してほ

しいという声もある。

地域特有の積雪を考え

ての安全対策をお願い

したい。 

大橋が開通してからは現在の通学路に変更され

た。昨年は、工事のため一本北の道を通っておられ

たと聞いており、その除雪される安全な迂回路を

利用していただきたい。 

 

課 

押谷 正春 通学路の降雪時で

の 除 雪 等 に つ い て

は、関係する地域が

一体となって取り組

むことが求められて

いるが、河川敷に隣

接している通学路で

は、地域での除雪等

も 困 難 な 状 況 に あ

る。こうした河川敷

に隣接する通学路の

安全対策、特に冬季

の除雪等への対応に

ついてどのように考

えているのか問う。 

河川敷に隣接する通学路における、除雪対象路

線となっている通学路については、道路管理者が

除雪を行なっている。 

一方、除雪対象路線となっていない通学路につ

いては、今ほどお答えしたように、保護者や地域の

ボランティアの方たちのご協力により、除雪を行

っていただきたいと考えている。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

（再問）どこがその通

学路の箇所を管理して

いるのか確認していた

だきたい。そして、安

全な通学路の対応をし

ていただきたい。 

子どもたちが隣の自治会の道を通る時も、その

自治会ではなく、その道を通る子どもの自治会に

除雪をしていただいている例もあるため、どこが

管理しているということでなく、自治会同士で協

力していただき、安全な通学路の確保をしていた

だきたい。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

鬼頭 明男 その後の使用済み

紙おむつについての

アンケート実施の検

討について問う。 

使用済み紙おむつの園処分についてのアンケー

トについては、職員向けに 10 月中旬に実施した。 

結果については、園処分に切り替えることによ

る業務負荷軽減への期待がある一方、保護者が、子

どもの健康状態を物理的に感じ取れるものを失う

ことになることから、これまでどおりの保護者処

分がよいという意見とが拮抗する状況であった。 

この結果を踏まえ、12 月中に保護者アンケート

を実施する予定で準備を進めている。 

教 育 部

長 

幼児課 

 

（再問）使用済み紙お

むつの処分費用の保護

者負担もあり得るとの

ことだったが、12月に

アンケートの内容については確定していない

が、保護者負担があるかもしれない、あった場合

についての意見を問うことも含めた内容のアンケ

ートになると思われる。 

教 育 部

長 

幼 児 課 
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実施予定の保護者アン

ケートの内容はどのよ

うなものか。 
 

（再々問）長浜市では、

使用済み紙おむつの処

分は無料であるため、

園処分の場合も保護者

負担はなしで実施すべ

きと考えるが、アンケ

ートの内容は、デメリ

ット中心の内容とする

のか、保護者負担を軽

減するための思いを込

めたものとなるのか問

う。 

再問では、保護者負担もあり得ることについて

アンケートで問うのかといった内容であったた

め、保護者負担についての内容を含めた設問があ

ると答弁した。 

保護者アンケートについては、使用済み紙おむ

つの処分費用を保護者に負担していただくことを

前提としたものではなく、色々と想定される事柄

について、保護者に伺うものを考えている。 

教 育 部

長 

幼 児 課 

鬼頭 明男 ６月定例会後、保

育所等での使用済み

紙おむつの持ち帰り

について、「処分し

てもらえると大変助

かる。」など市民の

方から沢山のご意見

を頂き、使用済み紙

おむつについては、

保護者、保育所等の

職員の負担軽減とし

て、進めていくべき

だと考えるが本市の

考えを問う。 

使用済み紙おむつの園処分の実施には、保護者

の要望や園の職員の理解も必要であり、既に実施

した職員アンケートの結果や、これから実施する

保護者アンケートの結果をもとに、園との協議を

すすめていく。 

使用済み紙おむつを園で回収した場合には、一

時的な保管場所の確保や方法、処分手間や費用の

捻出といった課題もある。また、回収した使用済み

紙おむつを処理施設で焼却処分するだけではな

く、再資源化など、カーボンニュートラル・脱炭素

社会の実現に寄与できないかを関係各課・機関と

協議・研究していきたいと考えている。 

これらの課題を解決し、保護者の負担軽減・職員

の負担軽減が共に実現できるよう、検討を重ねて

いきたいと考えている。 

教 育 部

長 

幼 児 課 

竹本 直隆 長浜市だけではな

く、滋賀県全体で増

えた不登校の原因は

どのように分析して

いるのか問う。 

令和４年 10 月 27 日に滋賀県教育委員会事務局

幼小中教育課より情報提供された、「令和３年度児

童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題

に関する調査等の結果の概要」によると、滋賀県全

体における不登校児童生徒数の増加は、コロナ禍

が長引く中、生活のリズムの乱れや欠席に対する

抵抗感が低くなったことが要因と分析されてい

る。 

また、不登校児童生徒の社会的な自立をめざし

て、多様な学びの場を確保するように定めた「義務

教育の段階における普通教育に相当する教育の機

教 育 長 教育指導

課 
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会の確保等に関する法律」の理解が進んだことで、

これまで以上に個々の状況に応じた支援を行うよ

うになったことも要因と分析されている。 

長浜市も、滋賀県と同じ傾向にあると分析して

いる。 

（再問）長浜市と同じ

人口規模の市町と比較

し、分析しているの

か。 

同じような人口規模での市町との比較はしてい

ないが、他の市町も、不登校児童生徒数は増えて

いると聞いている。 

教 育 長 教育指導

課 

（再々問）新型コロナ

ウイルスの感染が収ま

った時には、どのよう

な結果がでるか注視し

なければならないと思

うが、新型コロナウイ

ルスが沈静化した状況

では、どのような対応

をしていくか。 

新型コロナウイルスは若干、沈静化している。

対応としては、一人一台端末を使った支援が行え

るようになったので、多様な形で支援を行ってい

く。 

教 育 長 教育指導

課 

竹本 直隆 教 育 委 員 会 や 学

校、家庭が様々な対

応や改善に向けて答

えが出しにくい問題

ではあるが、コロナ

禍で生活リズムが乱

れ、欠席することへ

の抵抗が薄れたこと

が影響しているとの

声もあり、要因分析

はなされていると思

うが、新たな長浜市

の対応、改善策につ

いて問う。 

各校において、児童生徒の欠席日数が増加して

きた場合、早期に欠席の背景を分析し、その対応を

考えている。その際、コロナ禍における生活リズム

の乱れや不安感などの影響に対応するため、スク

ールカウンセラーやスクールソーシャルワーカ

ー・医療等の専門家を活用した教育相談の充実を

図っている。 

学校外においては、長浜市教育センター内に「こ

どもサポートルームなないろ」があり、個々の状況

に合わせた学習活動や体験活動を行いながら、社

会的自立に向けた支援を行っている。 

また、新たな取組としては、多様な学びの場の充

実に努めていきたいと考えており、その取組の一

つとして、ＩＣＴ機器を活用した支援を進めてい

く。すでに、一人一台端末を使用し、学校と家庭を

繋いだオンライン授業や、課題・学習動画の配信、

担任と不登校児童生徒とのメッセージ交換による

交流、ＡＩ型ドリル（Qubena）を活用した個別最適

な学習などの支援を始めており、実際に、「欠席中

も、学校より配信された運動会の練習動画を見て

練習し、運動会に参加することができた」「別室で

オンライン授業の学習に取り組むことで、教室で

授業が受けられた」と報告を受けている。 

教 育 長 教育指導

課 
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また、不登校支援を行うフリースクール等民間

施設との連絡協議会に担当職員が参加し、連携を

深めていく。 

今後も、不登校児童生徒・保護者に寄り添った、

きめ細やかな支援を目指していく。 

竹本 直隆 不登校の小中高生

が、学校以外で学ん

だり友達と過ごした

りできる居場所のこ

とと定義されている

が、長浜市のフリー

スクールの実態につ

いて問う。 

フリースクールとは、一般的に、不登校の児童生

徒に対し、学習活動、教育相談、体験活動などを行

っている民間施設のことを言い、その規模や活動

内容は多種多様であり、民間の自主性・主体性の下

に設置・運営されている。 

現在、長浜市内において、児童生徒が通っている

フリースクール等民間施設は３つであり、10 月に

は 10 名が利用したと把握している。 

教 育 部

長 

教育指導

課 

（再問）フリースクー

ルに対して、接点はあ

るか。 

フリースクールとは、連絡協議会に参加し連携

している。また、フリースクールへ行くことで学

校は出席扱いとしている。その際には、学校長が

フリースクールの方と面談し、内容等を確認して

出席扱いにしている。 

教 育 部

長 

教育指導

課 

竹本 直隆 滋 賀 県 で は 甲 賀

市、草津市、彦根市、

米原市の４市だけが

公的支援をされてい

るが、不登校が急増

している中で、本市

も検討すべきと思う

が見解を問う。 

甲賀市、草津市、彦根市、米原市でフリースクー

ルに通う児童生徒に対して、公的支援が行われて

いることは承知している。 

令和５年４月１日に設置されるこども家庭庁の

「令和５年度予算概算要求」によると、こどもの居

場所づくり支援として、「ＮＰＯ等と連携したこど

もの居場所づくり支援モデル事業の実施」が新規

に予定されている。 

国の動向に注視しながら、本市でも関係課と連

携し、研究していく。 

教 育 部

長 

教育指導

課 

矢守 昭男 栄養バランスの良

い給食、子ども達の

満足度の高い給食の

提供により食材ロス

を減らすための献立

会議の成果や考えを

問う。 

給食の献立は、「学校給食摂取基準」を踏まえつ

つ、子どもたちのリクエスト給食や、国際都市・各

都道府県にちなんだ食材や、地元で生産された食

材を取り入れた日を設定することにより、子ども

たちが様々な食材や献立に出会い、食に関心を持

ってもらえるように工夫している。   

さらに、毎月開催している「おいしい給食推進会

議」で、各学校および保護者の代表者から意見を伺

い、献立に反映しているところである。 

６月に実施した食育のアンケートでは、「給食の

味」について、「おいしい」及び「まあまあおいし

い」との回答が 70.6％あり、「普通」という回答と

合わせると 92.8％の子どもが、給食の味に満足し

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 
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ている結果となっている。 

なお、食育のアンケートの結果については、市の

ホームページに掲載しているところである。 

子どもたちにとって、魅力あるおいしい給食を

提供することが、食品ロスの削減にもつながると

考えており、今後も学校や家庭と連携を図りなが

ら、安全安心な給食の提供に努めていく。 

矢守 昭男 現在は約２ヶ月前

に食材の見積依頼を

されて提供されてい

るが、充実した食材

の安定供給をするた

めには、１年前に生

産 依 頼 を す る な ど

が、食材の安定供給、

安定生産、生産者の

生産意欲向上に繋が

ると思われるが、食

材の安定供給につい

ての考えを問う。 

学校給食における地産地消の取組としては、こ

れまでから申しあげているように、給食物資の選

定において、金額だけではなく、生産地を大きな要

素として捉え、優先的に地場産野菜の積極的な活

用に努めている。 

１年前に生産依頼をすることは、適正価格の設

定やできる限り多くの生産者が参加できるしくみ

づくりも含めて検討していく必要がある。 

引き続き、関係部署や団体と協議を継続しなが

ら、地場産野菜の積極的な活用に向けた様々な方

策を検討していく。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

（再問）積極的な活用

に向けた様々な方策を

検討するということだ

が、地場産の食材をど

れくらいで提供できる

ようになるのか。 

正確なことは申しあげにくいが、現在、入札に

より納入業者を決定しているが、１年前に食材の

生産依頼を行う限定した形での購入となれば、現

在の食材の調達方法と合致させることや、当日、

野菜が採れなかった場合などの対応等、検討すべ

きことがあり、それなりの時間がかかると考えて

いる。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

矢守 昭男 
 

通学路の歩道除雪

については本年９月

定例月議会でも同僚

議員から質問された

が、児童が沢山いる

所などモデル地区で

一度地域ごとに小型

除 雪 機 を 貸 し 出 し

て、地域づくり協議

会や自治会、ボラン

ティア作業の方々が

少しでも利用が出来

る糸口が見えるよう

な提案があり、当局

除雪対象路線となっていない通学路の歩道除雪

については、保護者や地域のボランティアのご協

力により対応いただいており、今年も学校を通じ

て、保護者へ呼びかけているところである。 

また、各学校には、敷地内だけでなく、学校周辺

の除雪についても可能な範囲でお願いしている。 

教育委員会として、ご提案いただいた地域への

小型除雪機の貸し出しや、作業協力について、学校

を通じ確認を行い、検討した。 

その結果、学校で除雪機が使われていない時間

帯の貸し出しは可能であるが、今のところ、作業協

力者の確保ができないため、学校の除雪機の貸し

出しによる対応は難しい状況となっている。 

引き続き、人の確保について、努力していきたい

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 
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からは、「地域に協

力いただけるような

体制を今後検討して

まいりたいと思いま

す。」とご答弁いた

だいたところある。 

このことを受け、

12月になり本格的に

雪のシーズンとなっ

たが、検討結果はど

うなったのか、当局

の考えを問う。 

と考えている。 

（再問）地域除雪の委

託補助金を活用し、モ

デル地域として、国道

８号線までの駅前歩道

除雪の試験的な人員確

保や、地域の方への委

託を考えてはどうか。 

道路の除雪が優先されるため、歩道の除雪は後

回しになってしまう。当日に雪が降っても、すぐ

に除雪をしてもらうことはできないため、道路除

雪の合間に人員の確保を考えている。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

（再々問）道路除雪が

一番であるが、天気予

報でわかるため、早め

に除雪をすることで、

時間のロスは少ないの

ではないか。 

道路除雪を優先させた後の除雪になる。夕方や

翌日になってしまうかもしれないが、できるだけ

早い除雪をしていきたい。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

中川 リョ

ウ 

児童数の減少やも

ともと児童が少ない

小規模学校では創立

記念事業を行うため

の寄付を集めること

も難しいと聞いてい

るが、そういった小

規模学校への対応に

ついて見解を問う。 

学校創立記念事業は、各実施団体により、事業内

容を計画され、自主的に実施されているものであ

るため、本市としては、児童数などの学校規模では

なく、適正に計画された事業に応じた補助をする

ことが肝要であると考える。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

（再問）小学校は地域

の拠点とした中心であ

り、特色ある教育がさ

れてきた。これからも

続いていく小規模校に

対して、しっかりと対

応し、支えていく気持

地域で盛り上げていただくことはありがたい。 

創立記念事業は学校の規模に応じて行うのでは

なく、事業規模に応じた補助が望ましいと考えて

いる。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 
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ちはないのか。 

中川 リョ

ウ 

創立 100年までの

創立事業には補助金

が交付されるが、100

年 を 超 え る と 次 の

200年まで補助金が

交付されない。今後

学 校 の 統 廃 合 が 続

き、廃校になってし

まう学校もあるが、

せめて50年単位で補

助金を交付できない

か、当局の見解を問

う。 

学校においては、創立 100年までは 10 年ごとに

記念事業を実施されることが多く、また、学校再編

により新たに設置された学校に対しても支援する

観点から、100年を区切りとして補助金を交付して

いるところである。 

創立 150 年での補助金交付の希望があることは

承知しているが、本市としては 100 年を節目と考

え、当該補助制度を設けているため、ご理解いただ

きたい。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

（再問）学校がなくな

っていく地域もある。  

例えば、高月地域の

小学校は４校で小規模

校である。50 年先に学

校があるのかは難しい

のではないか。この先、

人口減少や過疎化は止

められない中で、補助

金を変えていかないの

か。検討のテーブルに

も乗らないのか。 

すでに 150 周年事業をされている学校があるた

め、50 年での補助はしないと決定した。公平性の

観点から難しい。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

（再々問）言われてい

ることもわかるが、地

域からの要望がある。

他にも補助金があるの

で、もっと使いやすい

方法を検討していただ

きたいと考えるが、ど

うか。 

補助金は公平性の観点からしか考えられない。 

文部科学省のモデル事業等があるため、それら

の事業の活用を学校に紹介し、選んでいただきた

い。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

髙山 亨 前教育長も、この

「全国学力テスト」

の結果については、

詳 細 に 分 析 し な が

ら、長浜市の教育で

何が弱いのか、何が

問題なのか等を見極

今年度の全国学力テストでは、中学校数学の平

均正答率が全国を上回り、分析したところ基本的

な計算力が身についていることが分かったが、他

の教科では、基礎・基本の定着に課題が見られた。   

一例として、漢字の意味を理解して文の中で正

しく使うこと、算数では割合の意味の理解が不十

分であり、また、「思考・判断・表現力」を問う問

教 育 長 教育指導

課 
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め な が ら 、 現 場 の

日々の実践に生かし

ていくことが大切で

あり、生かせるよう

にしていくとおっし

ゃっていたが、今回

の結果を受けての分

析と、今後の学校教

育への生かし方につ

いて問う。 

題では、自分の考えをまとめ、相手に伝わるよう記

述することに課題が見られた。 

 そこで、このような課題を解決するため、各校に

おいて、基礎・基本の定着を図ることを目的に、授

業や家庭学習などで AI型ドリル「Qubena」を活用

して、個別最適な学びに取り組んでおり、また、グ

ループで自分の考えを伝え合うなどの協働的な活

動を多く取り入れ、確かな学力を身につけるため

の授業改善に取り組んでいる。 

今後もこのように全国学力テストの結果を分析

し、学校教育に生かしていく。 

（再問）長浜市の教育

の評価について、全国

学力テストによる評価

だけでなく、日々実践

の中でどのように評価

されているのかについ

て問う。 

全国学力テストで測れる学力を身に付けること

が必要である。そのため、子どもたちに、どのよ

うな力を付けるのか、どのような力が付いたのか

を日々の授業や定期テストで確認しながら、評価

している。 

教 育 長 教育指導

課 

髙山 亨 今年の４月はじめ

に、市長の記者会見

で「３年後に県１位

を目指す、そして全

国１位をめざす」と

されたが、その後、

「３年後に全国最高

水準都道府県と同レ

ベルに到達する」と

目標の練り直しをさ

れた。「全国学力テ

スト」については、

教育者の間でも現場

からも、学力の一側

面を測るものである

が、学力をすべての

優劣と勘違いして、

順位を競い合うこと

による弊害が大きい

とされている。そう

したことも踏まえて

おられるはずだが、

この目標について問

６月定例会で答弁したように、本調査により測

定できるのは学力の一部分であること、教育上の

効果や影響等に配慮することが重要であることは

十分認識しており、順位を競い合うことは求めて

いない。 

これからの時代は、変化が激しく予測困難であ

り、学校教育には、子どもたちが様々な変化に積極

的に向き合い、他者と協働して課題を解決してい

くことや、情報を再構成して新たな価値につなげ

ていくこと等ができるようにすることが求められ

ている。 

本市の目標は、すべての子どもたちがこうした

「真の学力」を身につけることとしており、全国学

力・学習状況調査で３年後に全国平均を超え、その

後、全国最高水準都道府県と同レベルとすること

は、目標ではなく、あくまでも目標達成の指標とし

て位置づけているところである。 

教 育 長 教育改革

推進室 
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う。 

 （再問）学校関係者で

はなく、周りの者が順

位を気にされることか

ら、学校現場が点数ア

ップ対策に取り組む地

域もある。長浜市では

そうしたことはされて

いないと感じている

が、「真の学力」をつけ

ていくための教育目標

と学力テストの指標と

の兼ね合いについて問

う。 

本市において、学力テスト対策は求めておらず、

学校現場でも学力テスト対策をしていない。ただ

し、日頃の授業や取組をとおして、「生きる力」を

つけていることになり、そうしたものが子どもた

ちにしっかりついているかを確認していくことは

大事なことである。年に一度の学力テストだけで、

その効果を測るのではなく、いろいろな場面等で

測ることで、子どもたちに力をつけていきたい。教

育に携わる者にとって、子どもたちに学力をつけ

ていくことは一丁目一番地のことである。 

子どもたちの可能性を信じて、できるだけ力を

つけていきたいという思いであり、それを見守っ

ていただきたい。 

教 育 長 教育改革

推進室 

（再々問）フィンラン

ドでは、社会的平等の

成果や図書館の効果的

な活用等により、教育

格差が小さく教育水準

が高いことが報告され

ている。学力アップに

とって何が一番大事か

問う。 

教育格差については経済格差など、子どもたち

の学力や生活に影響していることは承知してい

る。 

そのため、家庭や社会、健康福祉部とも連携しな

がら、子どもが誕生した頃から一緒に考え、社会総

がかりで子育てができればと思っている。読書に

ついては、学習状況調査の中で長浜市の子どもた

ちの読書量が少ないことが報告されている。図書

館や学校司書とも連携を深め、読書量を増やすな

どの施策を推進していきたい。 

教 育 長 教育改革

推進室 

髙山 亨 教師に余裕がない

中では、より良い教

育活動は難しく、授

業改善や学力向上の

取組にも影響する。

これまでも長時間労

働 の 解 消 に つ い て

は、日々の教育活動

における会議や報告

等の精査、校務支援

システムの活用によ

る事務時間軽減、部

活動の地域移行化に

向けての取組等で、

解消に努めていくと

答えられていた。こ

の間の取組で、それ

校務支援システムの導入、会議や報告の精査等、

各校での働き方改革を実践してく中で、教職員か

らは「作業の効率が図れた」「操作に慣れ、スムー

ズに処理を行うことができた」との声を聞いてい

る。上半期の勤務状況では 45 時間以上の勤務が、

令和３年度は 56％であったが、令和４年度は 53％

と 3％減になっている。 

今後も引き続き、教職員全体の働き方改革の取

組をより一層推進し、一人ひとりの教職員がしっ

かりと子どもと向き合えるようにしていきたいと

考えている。 

教 育 部

長 

教育指導

課 
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はどのように前進し

たのか問う。 

（再問）病気による特

別休暇等による教員不

足、産前産後休暇や育

児休暇による代替教員

が見つからない」状態

であると聞いている

が、長浜市の実態とし

て、配置できていない

学校や教師の数、また、

その要因について問

う。 

現場では、産前産後休暇や育児休暇、病気による

特別休暇による代替えが見つからない事例が出て

いる。現在は 30 名以上の産前産後休暇や育児休暇

取得者がおり、その補充については、何とかやり繰

りをしている。また、病気による特別休暇取得者に

ついても数名いるが、何とかやりくりしている現

状であり、綱渡りの状態が続いている。他の学校に

お勤めの方に、別の学校にも勤務していただける

ようにお願いして何とか確保できている状態であ

り、現場における教師を確保するのが難しい状況

である。 

現在、長浜市における教職員数は県費・市費あわ

せて 1,020 名おり、県費・市費の会計年度任用職

員は約 250名であり、そのほとんどが教職員 OBで

ある。 

教 育 部

長 

教育指導

課 

髙山 亨 学力を全体として

高めていくには、ど

の子も取り残さない

教育・指導が必要で

ある。そのためには、

少人数学級指導が求

められるが、ようや

く35人学級に進んだ

ものの、今の子ども

が 抱 え る 課 題 が 多

く、一人一人丁寧に

関わることが必要と

される現場の状況か

ら言えばまだまだ多

い人数である。丁寧

な指導をするには、

欧米並みの30人以下

25人学級をめざすべ

きところではないか

と思うが、市の考え

を問う。 

義務教育の学校における学級の人数について

は、「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定

数の標準に関する法律」により決まっているため、

国においてしっかりと議論をし、方向性を示され

るものと考えている。 

市教育委員会としては、各校の状況に応じて、少

人数の学習指導に関わる指導員や子どもたちに寄

り添う支援員の配置を行うことで、きめ細やかな

指導体制を構築していきたいと考えている。 

教 育 長 教育指導

課 

髙山 亨 ６年前、子育て世

代への目玉支援策と

して実現された小学

中学校の給食費無料化については、押谷正春議

員にお答えしたとおりである。 

子育て支援策の一つとして、小学校給食費の無

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 
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校 の 給 食 費 無 料 化

は、給食費の滞納等

の心配をすることな

く、すべての子ども

が安心して給食を食

べ、保護者から大変

喜ばれている。長浜

市の先駆的役割が高

く評価されていると

ころであるが、「義

務 教 育 は 無 償 と す

る」という考えのも

と、義務教育段階で

ある中学生にも給食

費の無料化をぜひ実

現し、安心して子育

てができる環境をさ

らに前進させていく

べきではないかと考

えるが、その方向性

について問う。 

料化を実施し、子育て世代の経済的負担の軽減に

取り組んでいるところであるが、この補助事業を

中学校まで拡充することについては、現時点では

考えていない。 

小学校給食費補助金の今年度予算は、約２億

4,600 万円であるが、中学校の給食費を無料化した

場合、さらに約１億 5,000 万円の予算が必要とな

ることから、財源の確保が大きな課題となる。 

（再問）お金があれば

広げていきたいと受け

取った。青森市のよう

な大都市でも、給食費

の無償化が広がってい

る。お金があればでき

る、お金がないからで

きないではなく、全国

の動きをみて、もう一

度聞く。 

義務教育は無償となっているため、給食費も無

償にということであったが、学校給食法では、給食

費は保護者の負担とされていることから、本市で

は子育て施策の一つとして給食費を無料としてい

る。給食費を無料とした当初は、国においても給食

費のあり方について議論されていたと思うが、本

市では先駆的に取り組んできたところである。無

償化については期限を決めて取り組んでいるとこ

ろも多く、取り組む市町が増えれば、国においても

代替措置をしてくれるではないかと考える。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

髙山 亨 昨年７月末福岡県

の保育園で、園児の

バス放置死事件が起

きたことで、バス降

車時の点検や登園確

認などの安全マニュ

アルができたはずだ

が、その教訓が生か

されず、またしても、

本年９月静岡県の認

本年９月に静岡県で起こった大変痛ましい事故

を受け、本市においては、通園バスを運行している

市内 10園を対象に、バス降車後の確認や登園確認

の方法等について、県と共に実地調査を行い、安全

管理の面で問題がないことを確認したところであ

る。 

現在、各園では、園児の通園バスから降車にあた

っては、まず、乗車名簿をもとに順に降車させ、そ

の後、バス内の忘れ物確認、最後に、車内消毒と合

わせて降車を確認しており、合計３回の置き去り

教 育 部

長 

幼 児 課 
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定こども園での園児

バス放置死事件が繰

り返された。安全確

認強化策として、バ

スに安全装置設置の

義務付けが課される

ようであるが、その

ことによってこうし

た重大事故がなくな

るのか、他にどのよ

うな対策が必要だと

考えられるのか、問

う。 

防止のための確認を実施している。 

また、欠席連絡がないにも関わらず、登園してい

ない園児の確認については、概ね９時 30分頃まで、

そのような状況が継続した場合に、保護者へ電話

による確認を行い、場合によっては、直接自宅に訪

問するなど、状況把握を徹底している。 

それでもなお、置き去り事案が発生した場合に、

園児自らが生命を守る行動が取れるよう、バスの

クラクションやハザードランプの点灯等につい

て、経験する取組みを行ったところである。 

また、静岡県の事案発生後、国において「こども

のバス送迎・安全徹底プラン」が取りまとめられ

「所在確認や安全装置の装備の義務付け」が示さ

れたことから、今後、本市においても、国の関連予

算の補正状況を見ながら、安全装置の設置を進め

ていくが、この安全装置は、あくまでもヒューマン

エラーを補完するものである。 

これまでも、そして今後も、最も重要なのは、関

係者による安全の確認である。運転手、添乗する職

員など、関係職員が「幼い生命を守る」という強い

気持ちのもと、１つひとつの責任を果たすことで、

重大な事故を防ぎ、安心安全な園運営に努めてい

く。 

（再問）なぜ、このよう

な事故が起こってしま

ったのか。その原因を

どのように考えている

か。 

通常運行ではない、イレギュラーな状況で起こ

っていると考える。通常とは違う状況でも、それぞ

れの職員が職務を全うすることが大事である。 

職員の思い込みにより、確認作業をおろそかに

することがないようにしなければならない。また、

第三者による確認がなされるような体制とするこ

とが重要だと考えており、そのような体制がとれ

るように取り組んでいく。 

教 育 部

長 

幼 児 課 

髙山 亨 バス放置事故に限

らず、保育園等では、

日々様々な事故が起

きている。子どもた

ちが元気に動き回る

ほど、当然のごとく、

けがなどの事故は起

きるわけであるが、

内閣府子ども・子育

て本部の調査でも、

本市では、子どもたちが日々安心して、園での生

活が送れるよう国の基準に加え、市独自の基準に

基づき手厚い職員配置を行っている。 

しかしながら、社会事情等の変化から、乳児保育

や朝と夕方の延長保育の需要が高まり、そのため

の保育者が十分確保できない状況である。 

少しでも園現場の改善につながるよう、令和４

年度からは保育士資格を有しない保育補助者の配

置も行っている。 

なお、処遇改善と配置基準の見直しについては、

教 育 部

長 

幼 児 課 
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重篤事故がここ数年

急増しているという

数字が出ている。 

そ れ は な ぜ な の

か、要因は色々ある

であろうが、根本に

は保育士の人数に余

裕がないことが様々

なところから指摘を

されている。保育士

の国の配置基準が４

～５歳児では70年間

変 わ っ て い な い な

ど、主要国でも極め

て低い基準のままで

あり、今だからこそ

配置基準の見直しを

求める声が高まって

いる。愛知県で始め

られた『子どもたち

に、もう一人保育士

を！』という運動が、

全国に広がり始めて

いる。保育士配置基

準を大幅に引き上げ

ることこそ、こうし

た重大事故を再び繰

り返さないことにつ

ながると思うが、市

の考えを問う。 

県から国へ毎年要望を上げていただいており、市

としても、子どもたちが安心安全に過ごせる園運

営ができるよう人材確保に努めていく。 

（再問）職員確保の努

力は評価するが、保育

士のなり手不足は、保

育現場に余裕がない状

況であるため、避けら

れているのではない

か。 

 保育士の定員を増や

す努力を引続きお願い

したい。 

会計年度任用職員の募集を通年行っているが、

応募がない状況である。そのため、産休・育休職員

への補充も困難な状況になっている。 

待機児童０を目指し、少ない職員で対応してお

り、現場には、無理を強いている状況であり、負の

スパイラルの状態である。 

現職員数で、余裕ある職場とするためには、入園

児童数を制限せざるを得ないが、本市としては保

護者の入園への高いニーズに答えるべく、優先し

て対応している現状であることをご理解いただき

たい。 

教 育 部

長 

幼 児 課 
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藤井 登 全国学力テストに

おける、行き過ぎた

対策についてどのよ

う に 考 え る の か 問

う。 

髙山亨議員への答弁のとおりであるため、初問

省略。 

教 育 長 教育指導

課 

（再問）発言順位上位

者への答弁を踏まえ、

教育長は「行き過ぎた

対策」を行うべきでは

ないとの考えだが、真

の学力を問う勉強法に

ついてどのように考え

るのかを問う。 

子どもの学力の定着を測るためには、定期テス

トなどがあるので、その対策をしっかりと子ども

たちが行い、教員も授業改善に役立てていくこと

が必要であると考える。全国学力テストも「生き

る力」を測る一つの指標であり、そのために過去

の問題を解くことについて問題はないと考える。

ただし、授業時間を削ってまでの「行き過ぎた対

策」はすべきでないと考える。 

教 育 長 教育指導

課 

（再々問）「行き過ぎ

た対策」でなければ、

過去の問題を解くこと

は、問題はないのかを

問う。 

学力の定着を測る指標の一つとして、過去の問

題を扱う学校もあり、その場合は、「行き過ぎた

対策」とはならないと考える。 

教 育 長 教育指導

課 

藤井 登 小学校でのがん教

育 の そ の 後 に つ い

て、現場からどのよ

うな声があがってい

たのか問う。 

小学校現場からは、児童の発達状況や家庭背景

を考えると、「がん体験者」の方からの話を聞くよ

りも、「健康や命を大切にする学習」の中で、生活

習慣病の一つとして、「がん」についての基礎的な

知識を培うことが望ましいという声を聞いてい

る。 

教 育 長 すこやか

教育推進

課 

藤井 登 ある先生からは、

「がんという響きで

躊躇してしまう。」

「他の学校の動きを

みている。」などの

お話を聞いている。

もっと積極的に向き

合っていただきたい

が、教育委員会の今

後の対応について問

う。 

６月議会でもお答えしたが、教育委員会として

は、小学校では、「健康や命を大切にする学習」の

中で、生活習慣病の一つとして「がん」についての

基礎的な知識を培い、中学校では、より専門的な内

容を学習することで、９年間の義務教育を通じ、段

階的に知識の習得を図っていきたいと考えてい

る。 

今後も児童生徒が各々の生活習慣に関心をも

ち、「がん」について正しい知識を習得できるよう、

学校での教育活動を展開していきたいと考えてい

る。 

教 育 長 すこやか

教育推進

課 

（再問）実際、小学校

の先生方からは、「自

分たちの学校が、先頭

に立って実施していく

ことに抵抗があると聞

小学校の先生方に、藤井議員所属の近江の会の

「がん教育」の活動内容を、具体的に知ってもら

うことが大切であると考えている。 

中学校における「がん教育」の指導現場の内容

を、そのまま小学校で実施するのは、少し難しい

教 育 長 すこやか

教育推進

課 
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いている。「がん教

育」について現場との

乖離があるのではない

かと思うが、その点ど

のように考えている

か。 

のかとも思われる。 

今後は、がん経験者の方々からのプレゼンを小

学校の先生方に見ていただき、知ってもらうとい

うことが大切だと考えている。 

（再々問）「がん専門

医」と「がん経験者（が

んサバイバー）が一体

となってがん教育を実

施しているのは、全国

的にも珍しく、子ども

たちにも貴重な体験だ

と思う。 

プレゼンをする機会が

あれば、すぐにできる

状況であるが、こうい

う機会はもらえるの

か。 

今後、教育委員会の担当と小学校との連携を深

めて、進めていきたい。 

教 育 長 すこやか

教育推進

課 

藤井 登 学区についての見

直しがあったので、

再度質問する。 

学区の変更につい

て、三の宮北自治会

は20年以上前、神前

栄自治会は4年前、御

坊東自治会は半年前

に教育委員会にお願

いしたと聞いている

が、今まで進まなか

っ た 通 学 区 域 問 題

が、動き出した理由

を問う。また、今後

の変更予定などにつ

いても問う。 

これらの隣接する３自治会区については、異な

る時期ではあるが、住民の総意として自治会より

要望をいただいており、それぞれ学区外就学によ

り就学校を変更していた。現在の状況は、三の宮北

自治会区の児童はすでに長浜小学校に就学してお

り、他の２自治会区については、小学校に就学する

学齢の児童、就学前の児童がおらず、学区に関して

は児童、ご家族への影響がない状況である。加え

て、地理的な条件や就学校、この場合は長浜小学校

と長浜北小学校となるが、これらの学校の児童数

の推移から総合的に判断し、今回、実態に合わせた

学区に改正した。 

今後についても、自治会の総意であること、児童

への影響が極力ないこと、地理的要件や児童数の

推移、小中学校の学区の在り方など総合的に判断

していきたいと考えている。 

教 育 部

長 

教育指導

課 

（再問）20年以上前の

三の宮北自治会などで

は、覚えている方も少

ないと考えられるが、

自治会や学校の校長か

らは、事前に変更の情

今年、要望が上がってきた自治会の方以外に

は、自治会住民の方々から話を伺う機会は特に設

けていないが、自治会要望として継続されてはい

なかったものの、学区の変更を希望されていると

いう地域の事情については、教育委員会事務局内

でも共有を続けてきた。 

教 育 部

長 

教育指導

課 
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報はなかったと聞いて

おり、協議の必要があ

ったのではないか。最

低でも校長は決定まで

に協議に入っている必

要があるのではない

か。 

学校教育法施行令では、児童生徒が就学すべき

学校の区域については教育委員会が指定するとさ

れているため、今後も地域の思いや子どもの思い

の把握に努めていきたいと考える。質問の中に出

てきた、学校の校長にも協議に入っていただいた

方が良かったのではないかということについて

は、そこまで思いが至らなかったという点で反省

点としたい。 

（再々問）例えばびわ

町と他の地域など、す

でに長浜市となってい

ることから、学区の編

成をする可能性はある

のか。 

自治会の総意であること、児童生徒への影響が

ないこと、地理的要件や児童生徒数の推移から、

校舎がパンクしそうなところに、さらに行かせて

くださいということはあり得ない。総合的な判断

をして決定していきたい。 

教 育 部

長 

教育指導

課 

藤井 登 11月10日市内の中

学校で、生徒が同級

生に対して、暴力を

働き、逮捕される事

案が発生した。事件

を未然に防止するた

めにも、日常的に何

があったかを検証す

る必要があると考え

る。また、教育部長

はその事実を知った

のが、11月15日と総

務教育常任委員会で

答弁されているが、

あまりにも現場から

の報告が遅いように

も感じる。また、議

員に連絡があったの

もプレスリリース直

前と、こちらも遅い

ように思える。事案

の経緯を含めた検証

結 果 と 伝 達 に つ い

て、そして今後の対

応について問う。 

まずは、被害生徒の一日も早い回復を願ってい

る。 

暴力事案は 11 月 10 日（木）に発生し、その事

案について翌日に当該校から教育委員会へ報告を

受け、その後、11月 15日（火）には逮捕事案と確

認した。 

当該校から教育委員会への報告は、学校が病院

を受診した被害生徒のけがの状況を把握したり、

関係生徒や職員から起因や内容の事実確認をした

りすることで、時間を要したとのことであるが、事

案発生後、速やかに教育委員会へ一報を入れるべ

きであったと考えている。 

また、教育委員会内で情報共有が遅れた原因は、

どの程度の事案をどこまで報告すべきか明確でな

かったことだと考えている。 

このことを踏まえ、教育委員会においては、さら

にリスク管理意識を高め、報告のルールを徹底し、

早期に情報が共有できるよう努めていく。 

また、この事案を受けて開催した臨時校長会で

は、市内すべての小中義務教育学校の校長に対し、

関係機関との連携や連絡を迅速に行うことなどを

指示した。 

教 育 長 教育指導

課 

（再問）教育委員会に

は、教育危機管理マニ

報道については、警察からの情報提供であった

ため、こちらからの意見は差し控えさせていただ

教 育 長 教育指導

課 
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ュアルがあるが、教育

長は翌日に知ったとの

ことだが、市民に対す

る報道を含め、あまり

にも報道されるのが遅

いのではないかと個人

的に感じる。そのあた

りの危機管理意識につ

いて、どのようにお考

えか。 

く。危機管理マニュアルについては、どういう事案

については、どこまでしっかりと連絡する、報告す

るということが書いてあるので、それに基づき、再

度点検をし直し、今後は対応をしていきたい。 

（再々問）あまりにも

議員なり市民に報告さ

れるのが遅いと感じ

る。教育長自身に法令

遵守や説明責任や情報

公開の意識について、

もう少し早く対応でき

るような形で考えてい

ただきたい。今から再

度検討するのではな

く、すでに教育委員会

に危機管理マニュアル

があるのだから、それ

にのっとり、この事案

についてもきちんと対

応すべきでなかったの

か。これをもう一回検

証して対応していきた

いでは、遅すぎる。マニ

ュアルがあるわけだか

ら、これをしっかり使

うということが大事だ

と思うが、具体的な話

を聞かせていただきた

い。  

この事案が起こった 11 月 10 日の時点では、逮

捕事案ではない。暴力事案であり、逮捕は 15 日の

朝である。15 日の朝、警察から市に逮捕したとい

う情報が入ってきたのが、９時 30分頃である。 そ

れから対応したということで、逮捕事案を最初か

ら知っていたということではない。警察からも、こ

れから逮捕するという情報はいただけないので、

15 日に逮捕されたことを知ってから、皆様方に報

告をしたということである。その部分については、

何ら対応が遅れていないと考えている。ただし、事

前に重大な事故があった、そのことに関して報告

が遅れたということに関しては、十分にできてい

なかったと思っている。 

教 育 部

長 

教育指導

課 

藤井 登 静岡県の認定こど

も園では９月５日、

この園に通う園児が

通園バスの中に約５

時間にわたり置き去

りにされ、熱中症で

髙山亨議員への答弁のとおりであるため、初問

省略。 

教 育 部

長 

幼 児 課 
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死亡した。滋賀県内

に お い て は 今 年 ３

月、車内に置き去り

にされる事案が起き

ている。 

その事を踏まえ、

本市においては事故

を起こさないための

対策をどのようにさ

れているか、また課

題などについても問

う。 

（再問）ヒューマンエ

ラーを減らすための新

たな技術についての報

道もあるが、長浜市と

してこのような技術を

検証していく考えはあ

るか。 

議員が言われているものだけでなく、様々な製

品についての報道もある。これらの情報について

は注視しているところであり、事故防止に対して

有効なものは何か、しっかりと研究していきたい

と考えている。 

教 育 部

長 

幼 児 課 

藤井 登 滋賀県において夜

間中学および多様な

学びに関する協議会

が行われており、三

日月知事も前向きで

ある。 

本市においても、

夜間中学および多様

な学びを必要とする

人への支援は、重要

と考えるが見解を問

う。 

夜間中学および多様な学びを必要とする方に、

学びの機会を確保することは、重要なことと考え

ている。 

現在、滋賀県では、県と県内 19 市町により、夜

間中学および多様な学びに関する担当者会議や教

育長協議会が行われている。 

また、会議では、設置主体、設置場所、設置時期、

学習内容、学習方法について協議が進められてお

り、令和５年３月には、『夜間中学および多様な学

び』の機会を保障する施設の「在り方」を決定する

ことになっている。 

本市としては、県が示す方向性に寄りながら、夜

間中学および多様な学びを必要とする方への支援

について、他課と連携しながら、また、県や県内各

市町とも連携しながら、検討を進めていきたいと

考えている。 

教 育 長 教育指導

課 

（再問）令和４年５月

31 日に滋賀県における

夜間中学及び多様に学

ぶ協議会が行われてい

るが、長浜市が出席し

ていない理由を問う。 

当該会議には、別の公務があり、出席できなか

った。そのため、別の担当者が出席しており、会

議の詳細については、報告を受けている。 

教 育 長 教育指導

課 
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村山 さお

り 

小学校の支援学級

と療育教室では活動

内容が異なるため、

保護者の方の不安を

取り除くためにも就

学後も就学前と同様

の支援を受ける体制

は で き な い の か 問

う。 

発達に支援を要する子どもの増加に伴い、支援

のニーズは質・量ともに年々増加の傾向にある。 

学校以外の相談機関としては、浅井支所にある

「長浜市教育センター教育相談室の発達支援グル

ープ」としょうがい福祉課内にある「発達支援室」

があり、義務教育の期間は、この２か所で対応して

おり、重層的な相談体制を整備している。 

「長浜市教育センター」には、学校現場での経験

のある相談員を配置し、市内小・中・義務教育学校

の児童生徒を対象に子どもの発達にかかる相談の

体制を整えており、「発達支援室」には、発達に支

援を要する方の支援方法や、アセスメントの手法

について知識と技術を有する公認心理師等の専門

職を配置し、全年齢の発達に関する相談の窓口と

して相談対応をしている。 

教 育 部

長 

教育指導

課 

村山 さお

り 

現在、市内各小中

学校の特別支援学級

については、特別支

援学校教員免許を取

得している方が受け

持 っ て い る の か 問

う。 

現在、市内小中学校および義務教育学校におけ

る特別支援学級の担任は 86 名おり、そのうち特別

支援学校教諭免許の取得者は 24 名であり、約 28％

の取得率である。 

専門的な知識をもったうえで、指導にあたるこ

とは重要であると考えているため、本市において

も、大学院への修学や通信教育などにより、免許の

取得をすすめているところである。 

また、校種間交流の制度を利用して特別支援学

校へ勤務することにより、専門性の向上を図って

いる。 

さらに、県総合教育センターや市教育センター

主催の特別支援教育に係る研修もあるため、様々

な制度を活用して、特別支援教育に関わる教員の

専門性を高めていきたいと考えている。 

教 育 部

長 

教育指導

課 

村山 さお

り 

市として病児保育

のニーズの現状はど

のように把握してい

るのか問う。 

本市では、病気の子どもを自宅で保育すること

が困難な場合に、病院等において一時的に保育す

ることで、安心して子育てができる環境を整備す

るため、民間事業者に補助金を交付し、運営を支援

している。 

現在、本市には、市から運営補助を行っている

『病児対応型』の事業所が１か所、『病後児対応型』

の事業所が１か所あり、これらの事業所からの日

頃の事業運営の相談や補助金手続きの際に、現状

の把握に努めている。 

なお、公益財団法人の児童育成協会から支援を

教 育 部

長 

幼 児 課 
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受けている『病児対応型』の事業所が１か所ある

が、現在事業を休止されている。 

（再問）病児対応型事

業所の休止理由を教え

てほしい。 

看護師の配置ができない状況となったためと聞

いている。 

教 育 部

長 

幼 児 課 

村山 さお

り 

市として施設の拡

充とそれに伴う人員

確保に必要な補助を

行うことについて問

う。 

病児保育事業は、子ども・子育て支援法に規定す

る「地域子ども・子育て支援事業」の１つとして位

置付けられ、国や県の「子ども・子育て交付金」や

関係補助金を活用し、民間事業所に関係経費の補

助を行っている。 

今後は、民間事業所におけるニーズ拡大への対

応として、施設の拡張等実施される際には、国や県

の交付金・補助金を最大限活用し、支援していきた

いと考えている。 

また、現在の運営補助が、利用人数に比例して給

付額が増加する仕組みであることから、施設の拡

張により、利用人数が増加することで、安定した事

業運営につながることが期待される。 

教 育 部

長 

幼 児 課 

村山 さお

り 

働き続けたい保護

者の方、家で子ども

と過ごしたい保護者

の方、どちらにも寄

り添える保育環境に

していくために施策

を検討される考えが

ないのか問う。 

保育所や認定こども園長時部については、共働

きや出産を控えているなど保育の必要性の高い方

から入所いただいている。 

就労の要件で入所を申込みされた方の中には、

定員超過のために入所できない場合もあるため、

一時預かりサービスや保育ルームなどの受け皿を

設けて支援を図っているところである。 

また本市では、妊娠・出産要件による入所期間を

国の基準より拡充し、産前３か月から産後６か月

まで延長しており、その後は、引き続き在園するた

めに職場復帰などで入所要件を変更されるか、育

児休暇を取得中の方には退園して家庭保育をして

いただくことになる。 

退園による子どもの環境変化や乳児を抱える中

での家庭保育の負担など、保護者の意見を参考に

しながら、子育て世帯のニーズに沿った保育制度

について検討を進めたいと考えている。 

教 育 部

長 

幼 児 課 

村山 さお

り 

園で日々園児たち

を大切に預かってく

れている保育士の就

労環境改善のために

も、保育士の人員不

足解消に抜本的な施

髙山亨議員への答弁のとおりのため、初問省略。 教 育 部

長 

幼 児 課 
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策の検討をされてい

るのか問う。 

（再問）保育士の給与

の増額は考えていない

のか。 

県内他市町と比較して、給与水準は上位であ

り、現段階での増額は考えていない。それ以外の

施策について研究していきたい。 

教 育 部

長 

幼 児 課 

橋本 典子 物価が高騰してお

り、食材の高騰分に

ついては、６月の補

正予算で対応された

が、それ以後も様々

な物価上昇の影響に

より、厳しい予算状

況が予想される。質

や量が落ちない給食

の提供はできている

のか問う。 

物価高騰により給食の材料費も例年より増加し

ているが、子どもたちには、「学校給食摂取基準」

に基づき、給食の質や量に影響を及ぼすことなく、

給食を提供できており、子どもたちが楽しみにし

ているデザートの回数も減らすことなく対応して

いるところである。 

引き続き、月ごとに材料費の支払い状況を確認

し、適正な予算の執行と安定した給食の提供に努

めていく。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

橋本 典子 現在２つの給食セ

ンターに、県費の学

校栄養教諭が５人、

市の栄養士が１人勤

務されている。学校

栄 養 教 諭 は そ れ ぞ

れ、小学校や中学校

に在籍され、学校ご

との行事に参加しな

がら、栄養指導を実

践されているが、そ

の活動状況の現状と

課題について問う。 

本市における栄養教諭の活動は、学校給食の献

立作成や給食センターの衛生管理、食物アレルギ

ー対応などの給食管理業務を担うとともに、給食

時間における給食指導、５年生の全クラスへの朝

ごはん指導、また、家庭科や総合的な学習の時間

に、担当教諭と連携しながら食育指導も行ってい

る。 

コロナ禍で、給食時間における食育指導が難し

くはなったが、栄養教諭が作成した食育に関する

動画を給食時間に見てもらうなど、工夫しながら

取り組んでいるところである。 

今後とも、学校や家庭と連携を取りながら、計画

的で継続的な食育指導が必要と考える。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 

（再問）学校全体への

食育活動や栄養指導を

充実させているが、現

在の人数では余力がな

いのではないか。 
 

本市では、学校や園の協力のもと、全ての小学

校で栄養教諭が、幼稚園では市の栄養士が計画的

に食育指導を行っている。栄養教諭の配置基準の

見直しや現状を踏まえた栄養教諭の加配などの対

応について、国に対し働きかけるよう県に要望を

行っているところである。 

また、市としても、給食管理業務の効率化はも

とより、栄養指導を充実させるため、デジタル技

術や ICT の活用など積極的に取り組んでいきたい

と考えている。 

 

 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 
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（再々問）市内での栄

養教諭の交流はされて

いるか 

栄養教諭は北部に２人、南部に３人、管理栄養

士が１人おり、全てが参加して協議を行ってい

る。給食センターに勤務しているため、協力しな

がら進めている。 

教 育 部

長 

すこやか

教育推進

課 
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